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大阪府所轄各学校法人理事長　様
大阪府教育庁私学課長

学校法人に対する個人からの寄附に係る所得税の税額控除制度の拡充の
税制改正について（通知）
　平成28年3月3１日、租税特別措置法施行令等の一部の改正する政令（平成28年政令第159号）及び租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（平成28年財務省令第22号）が公布され、平成28年4月1日から、学校法人について租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第26条の28の2に規定する税額控除の対象法人となるための要件が緩和されたため、別添のとおり文部科学省高等教育局私学部長から通知がありました。

　この制度は平成23年度に導入され、平成27年度には、当該制度を活用するための寄附実績要件が学校法人の定員等の規模に応じて緩和されたところですが、今般の改正により、学校法人の事業規模に応じた寄附実績要件の緩和が追加されることとなりました。
　各学校法人においては、積極的な活用をご検討くださいますようお願いします
　なお、国通知文中の別添５、６については、文部科学大臣所轄学校法人向けですので、添付は省略しております。また、府所轄法人向けの手引き等は作成中であり、完成次第

大阪府ホームページに掲載する予定です。

本通知の全文については大阪府ホームページ『私立学校（園）向けのお知らせ』に掲載していますので、次のアドレスからご覧いただきますようお願いします。
記

　　【ホームページアドレス】

　　　　　http://www.pref.osaka.lg.jp/shigaku/info/index.html

　　　　　　　
お問い合わせ先


大阪府教育庁私学課


小中高振興グループ　　　今井　小澤（06-6941-0351　 内4858）


幼稚園振興グループ　　　宇津木　  （  　 〃　       内4860）


総務・専各振興グループ　後川　　　　（ 　　 〃 　   　　内4861）












